
























































































































































































と意思疎通を図る場合や、委任状勧誘において重要な役割を果たすと考えられている（See, Arthur R. Pinto, An Overview 
of United States Corporate Governance in Publicly Traded Corporations, 58 AM. J. COMP. L. 257, 273(2010)）。さらに、イ
ギリスにおいても、会社情報の収集権は公開買付け者（takeover bidder）に有益であるとともに、株主に他の株主と意思

























































































































































































47　Robert Charles Clark, Corporate Law, 96(1986). なお、アメリカにおける株主による会社情報の収集権の起源は
イギリスであると考えられている。その点については、拙稿・前掲注（10）専修法研論集56号8頁以下を参照。
48　See, James D. Cox=Thomas Lee Hazen, 2 The Law of Corporations, 452-454(3rd Ed., 2010).
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　第3に、救済及びそれに付随する権利（remedial and ancillary rights）である。この分類に含ま
れる権利には、①情報についての権利（right to information）として、会社情報を調査する権利、
②経営過誤又は権限のない経営の防止もしくは救済するための行為である代表訴訟又は派生訴訟







































ノイ州貯蓄及び貸付法（Illinois Savings and Loan Act）に基づき事業を行うシカゴ市貯蓄協会（City 












54　Victor Morawetz, 1 A Treatise on the Law of Private Corporations, 445(2nd Ed., 1886).
55　William Meade Fletcher et al, 5A Fletcher Cyclopedia of the Law of Private Corporation, 241(Rev. Vol., 2012). 




56　Robert W. Hamilton=Richard D. Freer, The Law of Corporation in a Nutshell, 114(6th Ed., 2011).
57　Clark, supra note 47, at 96. 証券詐欺に対しては、財務諸表の完全開示（full disclosure）も効果があるといわれ
ている（See, Arthur R. Pinto=Douglas M. Branson, Understanding Corporate Law, 120(2nd Ed., 2004)）。しかし、
証券詐欺は、専門会計士（expert accountant）による会社情報の調査でなければ発見することができないとも指
摘されている（Robert S. Stevens, Handbook on the Law of Private Corporations, 488(2nd Ed., 1949)）。
58　389 U.S. 332(1967).
59　Id.,  at 344. See, William Meade Fletcher et al, 5A Fletcher Cyclopedia of the Law of Private Corporation, 
323(Perm Ed., 1987).
























修法研論集56号26頁）。ちなみに、Fletcher, supra note 55では、この記述が削除されている。
62　Cox=Hazen, supra note 48, at 454. さらに興味深い点は、株主だけではなく取締役についても認めていたことで
ある（この点については、拙稿・前掲注（10）専修法研論集56号15頁を参照）。そのうえ、現在では、アメリカ
法律協会（American Law Institute）が策定及び採択している「コーポレート・ガバナンスの原理：分析と勧告
（Principles of Corporate Governance: Analysis and Recommendations）」や後述の模範事業会社法においても、
取締役の会社情報の収集権が認められている。その一方で、わが国においては取締役が会計帳簿等の閲覧を求め
た東京地裁平成23年10月18日判決（金判1421号60頁）によれば、その閲覧は認められないとする。






れる（Frank G. Newman, Inspection of Stock Ledgers and Voting Lists,  16 SW. L. J. 439, 440(1962)）。
65　199 U.S. 148(1905). Guthrie v. Harkness事件については、米山毅一郎「アメリカ法における株主の株主名簿閲覧
請求権－『正当目的（proper purpose）』に関する一考察－」法雑38巻2号395－396頁（1992年）も参照。
66　Id.,  at 155. 
67　663 A.2d 464(Del. 1995).
68　Id.,  at 467. こうした判示から、Randall S. Thomas, Improving Shareholder Monitoring of Corporate Management 


























69　Susan B. Hoffnagle=Jolyan A. Butler, Shareholders’ Right to Inspection of Corporate Stock Ledger, 4 CONN. L. 
REV. 707, 709(1972).
70　663 A.2d 464, at 467(Del. 1995).
71　Samuel M. Koenigsberg, Provisions in Corporate Charters and By-laws Governing the Inspection of Books by 
Stockholders,  30 GEO. L. J. 227, 228(1942).
72　コモン・ロー上の権利執行手段として、職務執行令状の他に、エクイティ上の作為命令的差止め命令（mandatory 
injunction in equity）、公判前尋問（examination-before-trial）、裁判上の証拠開示及び検査（discovery-and-
inspection）が考えられている（George D. Hornstein, 2 Corporation Law and Practice, 125-126(1959)）。
73　Cook, supra note 63, at 1771.
74　Wiley B. Rutledge, Jr., Significant Trends in Modern Incorporation Statutes,  22 WASH. U. L. Q. 305, 331(1937).
75　James Willard Hurst, The Legitimacy of the Business Corporation in the Law of the United States 1870-1970, 89(1970). 当
時、会社情報を入手する手段として、会社情報の収集権の他に、会社に対して定時報告書（periodical report）の作成
を通した情報開示を要求した。その点については、拙稿・前掲注（10）専修法研論集57号12頁以下を参照されたい。
76　Hurst, supra note 75, at 90; Newman, supra note 64, at 441.





























78　Note, “Proper Purpose” for Inspection of Corporate Stock Ledger, 1970 DUKE L. J. 393, 395(1970); Rutledge, 




れた（See, Arthur Stone Dewing, 1 The Financial Policy of Corporations, 89-91(6th Ed., 1953)）。
79　Cook, supra note 63, at 1788.







の立証責任を会社に負わせた（Id.,  at 775）。同事件については、米山・前掲注（65）400-401頁も参照。
81　Stevens, supra note 57, at 491-492.
82　Thomas, supra note 68, at 339.
83　Rutledge, supra note 74, at 331-332.











よって、コモン・ロー上の権利は無効にされたとする判例として、1983年のCaspary v. Louisiana 







協会（American Bar Association）が起草した模範事業会社法（Model Business Corporation 
Act）がある。同法を検討するうえで、1928年に統一州法委員会全国会議（National Conference 






間に合理的な目的で（at any reasonable time or times, for any reasonable purpose）、株式登録簿
（share register）、会計帳簿、株主総会及び取締役会議事録を閲覧し、それらを謄写する権利を認
めていた。同法では株主の会社情報の収集権とそれに対応する取締役の義務につき、コモン・ロー
85　Harry G. Henn=Johon R. Alexander, Laws of Corporations and Other Business Enterprises, 537(3rd Ed., 1983).
86　Cox=Hazen, supra note 48, at 462.
87　Browning Jeffries, Shareholder Access to Corporate Books and Records: The Abrogation Debate,  59 DRAKE L. 
REV. 1087, 1113(2011).
88　707 F.2d 785(4th Cir. 1983). Caspary v. Louisiana Land and Exploration Company事件については、田村詩子「株
主による株主名簿の閲覧請求」商事1228号35頁（1990年）も参照。
89　Note, Caspary v. Louisiana Land & Exploration Co.-The Common Law Right to Inspect Corporate Records for 












































































95　Robert W. Hamilton, Reflections of a Reporter,  63 TEX L. REV. 1455, 1468(1985).
96　See, James L. Young, Texas Law on Stockholders’ Inspection Rights: How Does It Stack Up Against Delaware 















　2008年にアメリカ法曹協会の企業法部の会社法委員会（Committee on Corporate Laws of the 
Section of Business Law）は模範事業会社法を現代化したものを公表した97。その後、2010年に株
主の会社情報の収集権に関する改正がされている98。













97　Jeffries, supra note 87, at 1107. 同論文ではそのように述べているが、実際はModel Business Corporation Act 
Annotated (3rd Ed.)の改訂を指すものと思われる。なお、Model Business Corporation Act Annotatedの意義に
つき、See, Melvin Aron Eisenberg, The Model Business Corporation Act and the Model Business Corporation 
Act Annotated, 29 BUS. LAW. 1407, 1414(1974)
98　ちなみに、1984年改正以後の会社情報の収集権に関する重要な改正として、2010年の改正以外に、1998年に
取締役の会社情報の収集権や後述の実質的所有者の名簿（NOBO List）等に関する手当てがされている。さら
に、2016年には、会社情報の収集権の包括的な改正が提案されている。See, Corporate Laws Committee, ABA 
Business Law Section, Changes in the Model Business Corporation Act-Proposed amendments to Chapter 16, 
71 BUS. LAW. 547(2016). こうした点については、別稿において検討する予定である。

































101 そうした指摘をする論稿として、Fred S. McChesney, “Proper Purpose,” Fiduciary Duties, and Shareholder-
Raider Access to Corporate Information,  68 U. CIN. L. REV. 1199, 1202(2000). なお、デラウェア州における株主
の会社情報の収集権につき、See, Abbe M. Stensland, Protecting the Keys to the Magic Kingdom: Shareholder’s 





革につき、See, Thomas, supra note 68, at 335.
103 カーティス・前掲注（100）15頁。
134
を踏まえて制定された1933年証券法（Securities Act of 1933）及び1934年証券取引所法（Securities 




































































113 James B. Watson, Protecting the Shareholder’s Right to Inspect the Share Register in Corporate Proxy 
Contests for the Election of Directors,  50 S. CAL. L. REV. 1273, 1289(1977). 
114 Fletcher, supra note 55, at 263. その点に関する判例として、See, Alabama Gas Corporation v. Morrow, 93 So.2d 
515(Ala. 1957).
115 Thomas, supra note 68, at 361. なお、株主の会社情報の収集権と連邦証券諸法の規制する委任状勧誘や議決権者
名簿との関係については、別稿で検討する予定である。
116 この点については、木村真生子「公開買付けにおける敵対的買収による株主名簿閲覧謄写請求権の行使」筑波
ロージャーナル17号46頁以下（2014年）、黒沼・前掲注（105）184頁を参照。また、See, McChesney, supra 
note 101, 1199. ちなみに、この点を争点とするわが国の判例として、東京地裁平成24年12月21日決定（金判
1408号52頁）がある。同決定については、松岡＝澤山・前掲注（7）195頁を参照していただけると幸いである。
136
五．結びに代えて
　本稿では、日米の会社法における会社情報の収集権について、その理論的根拠や歴史的展開等を
手がかりに検討してきた。そこでは、どのような違いがみられるであろうか。日米の会社法におけ
る会社情報の収集権は、その沿革を含め、規定の在り方やその対象には大きな違いがある。また、
その位置付けも大きく異なっており、どのように位置付けるかは、拒絶事由や権利行使要件の在り
方もしくは権利濫用となる判断基準を考えるうえで、重要な観点になるものと考えられる。
　そのうえで、株主の会社情報の収集権については、具体的に、次の3つの点が検討課題となりうる。
第１に、わが国の会社法は、会計帳簿や取締役会議事録の閲覧謄写請求権（会社法433条1項、371
条2項）等のようにまとまって規定されておらず、分かりづらい規定となっている。この点、たと
えば、アメリカの1984年改正模範事業会社法においては16.01条で会計帳簿、各種議事録、株主名
簿等の作成義務を課し、その調査権を16.02条で規定しており、参考となる可能性もありうる。第
2に、わが国における株主の会社情報の収集権でも、会計帳簿や取締役会等の議事録についてはそ
の他の会社情報の収集権と権利行使要件が異なり、再検討が必要となるかもしれない。第3に、権
利行使によって得られた会社情報をコーポレート・ガバナンスの向上に繋がらなければ、権利の濫
用として評価されることも十分にありうる。たとえば、取締役の説明義務等とともに株主総会を活
性化させるために昭和56年商法改正により導入された株主提案権117について、その行使が権利濫
用として評価された東京高裁平成27年5月19日判決との関連も重要な検討課題となる。その判断
にあたっては、アメリカにおける会社情報の収集権の認否にあたっての判断基準となる正当な目的
の解釈や内容を検討する必要があろう。
　他の株主権の関係という観点からは、株主代表訴訟提起権や違法行為差止請求権といった監督是
正権との連関が重要となる118。さらに、わが国特有の問題として、株主による会社情報の収集権
と検査役選任請求申立権の関係の調整も検討すべき課題であると考えられる。その他にも、決算書
類に係る金融商品取引法における情報開示や、金融庁又は金融商品取引所による適時開示との重複
という点についても調整が必要になろう119。
117 株主提案権の導入経緯については、上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫『新版注釈会社法（5）株式会社の機関（1）』
60頁[前田重行]（有斐閣、1986年）、岩原・前掲注（19）100頁[青竹正一]、酒巻俊雄＝龍田節編集代表『逐条解
説会社法第4巻 機関・1』95頁[森田章]（中央経済社、2008年）を参照。また、株主提案権の母法であるアメリ
カの制度を紹介した論稿として、小杉伸次「株主提案権－SECによる提案権の規制－」専法24号57頁（1977年）
等がある。
118 わが国における会社法上の監督是正権と株主の会社情報の収集権との関係については、中村信男「株主権の機能
的連関」石山卓磨＝上村達男編『酒巻俊雄先生還暦記念 公開会社と閉鎖会社の法理』507頁以下（商事法務研究
会、1992年）を参照。なお、同・518頁は、個々の権利の内容的改善だけではなく、会社法上規定されている監
督是正権を情報収集権も含めて機能的に連関させることが重要な課題であるとする。それを前提に株主権の濫用
を抑制する方策を講ずることが、株主の地位の強化が図られうると述べている。
119 たとえば、計算書類と財務諸表といった会社法と金融商品取引法の概念の違いも整理する必要があろう。その他
に、本研究の問題の端緒である株式の流通という点からも、株式を上場しているか否かの違いで大きく異なるも
のとなっている。そのため、いわゆる上場会社においては、会社法と金融商品取引法の関係を整理する必要があ
るかもしれない。松岡・前掲注（24）484頁は、会社法と金融商品取引法の制度の棲み分けが相当複雑になって
おり、公開会社ないし上場会社において金融商品取引法と会社法双方をより明確に整理し統合したルールの創設
は利害関係者のみならず、国民経済にとってメリットが大きいとする。なお、会社法と金融商品取引法の一部を
統合した公開会社法制の必要性をいち早く認識し提唱した早稲田大学の上村達男教授の見解については、上村達
男『会社法改革－公開株式会社法の構想』（岩波書店、2002年）を参照されたい。
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　他方、アメリカにおける株主の会社情報の収集権についてコモン・ロー及び模範事業会社法の展
開を中心に検討してきた。アメリカにおいて、株主の会社情報の収集権は、20世紀初頭は絶対的
な権利として認められていたものの、権利の濫用を防止するという観点から、権利行使要件を定め
たうえで、不当拒絶に対する罰則を設けていた。しかし、不当拒絶に対する十分な抑止効果になら
なかったことから、権利行使要件等を撤廃し、権利の目的が正当であるかをその認否の判断基準と
するとともに、会社情報を収集する手続きと内容を充実させた。
　会社情報の収集する手続きに関する手続きに関する手当てとして、たとえば、1984年改正模範
事業会社法16.02条は、株主が会社に対して、5日前に会社情報の収集請求を通知し、会社はその
期間内に認否の判断をするという期間の法定や、16.04条では会社情報の収集が拒絶された場合の
迅速な救済手段を法定した120。わが国の会社情報の収集権は、不当な権利行使を防止することを
目的として、権利行使要件を定めているものもあり、こうした相違は興味深い点である。
　さらに、模範事業会社法の近時の改正で、基準日と関連して、株主が株主総会の通知後に議決権
が付与される場合に当該株主総会の情報収集を認める手当てがなされたことが注目される。わが国
においても、基準日制度の在り方が議論の対象となっており121、今後のアメリカの動向は注目さ
れる。その一方で、たとえば、委任状勧誘や公開買付けの状況においては州会社法と連邦証券諸法
が交錯し、会社情報の収集権に係る州会社法と連邦証券諸法の関係を明らかにすることも、わが国
における会社法と金融商品取引法の関係に関する議論にも有益な示唆を得られるものと思われる。
　わが国の会社法は、昭和25年商法改正において、アメリカ会社法の考え方を継受しながらも、
その展開は改正当時から基本的な状況は変わっておらず、規定の在り方の妥当性が問題となりうる。
株主の会社情報の収集権は、他の株主権の行使や上場会社に関する規制との関係においても、その
権利行使の実現に要する期間について、その後の権利行使との関係で緊急性の高い場合も多い。そ
うした要請からは、アメリカにおける議論、とりわけ、会社情報の収集に係る手続きや権利行使の
認否の基準となる正当な目的の内容等については示唆に富むものがあり、慎重な検討を重ねる必要
がある。こうした株主による会社情報の収集権に関する個別具体的な問題点の検討については、今
後の研究課題としたい。
120 上柳ほか・前掲注（30）203－204頁[和座一清]は、会社情報の収集権の母法であるアメリカにおいて、株主に
簡易迅速な特別の救済手続きが与えられていることから、わが国においても、株主による会社情報の収集権の特
殊性に鑑み、実体法上の権利を認めるにとどまらず、手続法上でも権利の迅速な実現する立法の必要性を主張し
ている。久保田光昭「帳簿・書類閲覧権に関する立法論的考察－その実効性確保のために－」吉川栄一＝出口正
義編『石田満先生還暦記念論文集 商法・保険法の現代的課題』196頁（文眞堂、1992年）も、裁判上の迅速な強
制手続を設けるとともに、会社に閲覧請求の認否を考慮する一定の猶予期間を認めることが妥当であると述べて
いる。
121 平成27年に経済産業省に設置された「株主総会プロセスの電子化促進等に関する研究会」（座長：尾崎安央早稲
田大学法学学術院教授）において、この点が検討課題として挙げられており、その際に株主の情報収集、とりわ
け株主名簿との関係という観点からは、アメリカの議論は有益になるものと考えられる。ただ、基準日に係る改
正は振替制度における個別株主通知との関係も留意すべき点であると思われる。その点を指摘する論稿として、
吉本健一「会社法における基準日の意義と若干の個別課題」北村雅史＝高橋英治編『藤田勝利先生古稀記念論文
集 グローバル化の中の会社法改正』92頁以下（法律文化社、2014年）を参照。
